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(百万円未満切捨て)

１． 2024年３月期第１四半期の業績（2023年４月１日～2023年６月30日）
（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期第１四半期 1,420 15.6 47 ─ 71 ─ 62 ─

2023年３月期第１四半期 1,227 △3.5 △72 ─ △38 ─ △16 ─
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2024年３月期第１四半期 27.51 ─

2023年３月期第１四半期 △7.27 ─

　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 一株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2024年３月期第１四半期 8,517 3,275 38.5 1,450.78

2023年３月期 8,317 3,154 37.9 1,397.28

(参考)自己資本 2023年３月期第１四半期 3,275 百万円 　2023年３月期 3,154 百万円

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2023年３月期 ─ 0.00 ─ 0.00 0.00

2024年３月期 ─

2024年３月期(予想) 0.00 ─ 0.00 0.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　

３．2024年３月期の業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 2,700 9.2 △60 - △50 - △40 - -

通期 5,800 8.1 40 △29.4 50 9.4 50 - 22.15

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　

　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2024年3月期１Ｑ 2,306,300株 2023年3月期 2,306,300株

② 期末自己株式数 2024年3月期１Ｑ 48,667株 2023年3月期 48,507株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2024年3月期１Ｑ 2,257,720株 2023年3月期１Ｑ 2,267,687株

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

(将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断す

る一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々

な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績のご利用にあたっての注意事項等に

ついては、添付資料２ページ「１.当四半期決算に関する定性的情報（３)業績予想などの将来予測情報に関する説明」

をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間（2023年4月1日～2023年6月30日）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症

が感染症法上の５類に移行され、世界中もウィズコロナへの移行拡大により経済活動の正常化が進み、日本国

内の景気回復が期待される状況となっております。一方海外では、ウクライナ情勢よる原材料価格やエネルギ-

価格の上昇、米国をはじめとする世界各国の経済金融政策や為替の円安等による様々な影響を引き続き注視す

る必要が有る状況です。

鋳造業界をとりまく経営環境は、産業機械関連向け需要及び自動車向け需要ともに横ばいの基調で推移しま

した。主原料である鉄スクラップ価格は高止まり傾向を続けており、とりわけ銑鉄におきましては、資源価格

高騰に伴い年平均で昨年比約50％高騰したまま推移しました。また、鋳物副資材価格、電力等のエネルギー価

格に加えて輸送費等も高騰を続けており、極めて厳しい状況にあります。

このような状況下、営業活動におきましては、積極的な提案営業活動により上記経費増加分の単価改訂に注

力してまいりました。生産活動におきましては、生産効率向上及び品質向上に向けての改善活動を展開して収

益改善に努めました。

このような経営環境の中で、当社の2024年３月期第１四半期累計期間の業績は、売上高は、1,420百万円（前

年同期比192百万円増、15.7％増）となりました。利益面につきましては、生産性向上及び製造諸経費の削減

等、収益改善に努め、営業利益47百万円（前年同期営業損失72百万円）、経常利益71百万円（前年同期経常損

失38百万円）、四半期純利益62百万円（前年同期四半期純損失16百万円）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①鋳物事業

売上高は、産業機械関連向けの部品をはじめとして全ての部品が大きく増加することにより1,386百万円（前

年同期比193百万円増、16.2％増）となりました。利益面につきましては、生産性向上及び製造諸経費の削減な

ど、収益改善に努め、営業利益は33百万円（前年同期営業損失88百万円）となりました。

②不動産賃貸事業

売上高は33百万円（前年同期比0百万円減、1.9％減）となりました。営業利益は13百万円（前年同期比2百万

円減、15.2％減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期末における総資産は、8,517百万円（前期末比200百万円増）となりました。

流動資産は、現金及び預金の増加411百万円、受取手形及び売掛金の増加80百万円、電子記録債権の減少103

百万円等により3,902百万円（前期末比399百万円増）となりました。

固定資産は、建物及び構築物の減少14百万円、リース資産の増加53百万円、建設仮勘定の増加28百万円、投

資有価証券の減少274百万円等により、4,615百万円（前期末比198百万円減）となりました。

流動負債は、支払手形及び買掛金の減少74百万円、電子記録債務の増加156百万円、賞与引当金の増加33百万

円等により、1,952百万円（前期末比86百万円増）となりました。

固定負債は、長期借入金の減少84百万円、繰延税金負債の増加30百万円、長期リース債務の増加49百万円等

により、3,290百万円（前期末比6百万円減）となりました。

純資産の残高は、3,275百万円（前期末比120百万円増）となりました。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2024年３月期の業績予想につきましては、2023年５月12日の2023年３月期決算短信で発表いたしました第２

四半期累計期間及び通期の業績予想から変更はありません。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2023年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,277,536 1,689,036

受取手形及び売掛金 858,777 939,322

電子記録債権 941,682 838,087

商品及び製品 87,896 99,617

仕掛品 223,760 229,979

原材料及び貯蔵品 73,603 74,214

その他 40,153 32,534

流動資産合計 3,503,409 3,902,792

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 916,850 901,991

機械装置及び運搬具（純額） 436,520 410,371

工具、器具及び備品（純額） 10,999 13,512

土地 1,986,917 1,986,917

リース資産（純額） 97,813 151,682

建設仮勘定 24,758 53,007

有形固定資産合計 3,473,859 3,517,483

無形固定資産

ソフトウエア 21,876 20,374

ソフトウエア仮勘定 1,544 1,544

無形固定資産合計 23,421 21,919

投資その他の資産

投資有価証券 872,891 598,383

その他 443,830 477,236

投資その他の資産合計 1,316,721 1,075,619

固定資産合計 4,814,002 4,615,022

資産合計 8,317,412 8,517,814
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(単位：千円)

前事業年度
(2023年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2023年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 766,486 691,817

電子記録債務 ─ 156,158

短期借入金 100,000 100,000

1年内返済予定の長期借入金 650,810 597,749

リース債務 16,912 26,249

未払金 98,514 101,411

未払費用 59,155 69,450

未払法人税等 5,132 37,429

賞与引当金 73,024 106,978

設備関係支払手形 10,480 ─

その他 85,102 64,988

流動負債合計 1,865,616 1,952,232

固定負債

長期借入金 2,950,809 2,865,872

長期リース債務 91,400 141,352

繰延税金負債 83,956 113,964

役員退職慰労引当金 108,285 108,885

その他 62,570 60,173

固定負債合計 3,297,022 3,290,247

負債合計 5,162,639 5,242,479

純資産の部

株主資本

資本金 30,000 30,000

資本剰余金 2,572,860 2,572,860

利益剰余金 558,122 620,240

自己株式 △30,902 △30,972

株主資本合計 3,130,079 3,192,128

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 24,693 83,205

評価・換算差額等合計 24,693 83,205

純資産合計 3,154,773 3,275,334

負債純資産合計 8,317,412 8,517,814
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

売上高 1,227,421 1,420,019

売上原価 1,149,796 1,212,326

売上総利益 77,625 207,692

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 47,877 52,336

給料及び手当 32,090 25,335

その他 69,770 82,610

販売費及び一般管理費合計 149,738 160,282

営業利益又は営業損失（△） △72,113 47,409

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 15,145 9,802

売電収入 27,578 25,134

その他 2,504 4,483

営業外収益合計 45,229 39,421

営業外費用

支払利息 3,787 6,504

売電原価 6,762 8,870

その他 587 118

営業外費用合計 11,138 15,493

経常利益又は経常損失（△） △38,022 71,337

特別利益

投資有価証券売却益 22,698 45,719

特別利益合計 22,698 45,719

特別損失

投資有価証券売却損 3,044 16,007

投資有価証券評価損 1,607 ─

特別損失合計 4,652 16,007

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △19,976 101,049

法人税等 △3,471 38,930

四半期純利益又は四半期純損失（△） △16,504 62,118
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

(税金費用の計算)

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該

見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合については、法定実効税率を使

用する方法により計算した金額を計上しております。

（会計方針の変更）

(税金費用の計算方法の変更)

従来、税金費用については年度決算と同様の方法により計算しておりましたが、四半期決算に迅速かつ効率的

に対応するため、第１四半期会計期間より事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法に変更しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

なお、この変更による四半期財務諸表に与える影響は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。
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（セグメント情報等）

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

鋳物事業 不動産賃貸事業 計

売上高

外部顧客への売上高 1,193,630 33,790 1,227,421 1,227,421

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ―

計 1,193,630 33,790 1,227,421 1,227,421

セグメント利益又は損失（△） △88,271 16,158 △72,113 △72,113

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

鋳物事業 不動産賃貸事業 計

売上高

外部顧客への売上高 1,386,874 33,144 1,420,019 1,420,019

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ―

計 1,386,874 33,144 1,420,019 1,420,019

セグメント利益 33,712 13,696 47,409 47,409

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（重要な後発事象）

（新株予約権（有償ストックオプション）の発行）

　当社は、2023年７月６日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当社の取締

役に対して、下記の通り、中日本鋳工株式会社第１回新株予約権（以下「本新株予約権」という。）を発行することを

決議いたしました。

第１回新株予約権

新株予約権の数 2,000個

新株予約権の目的となる株式の種類及び数
当社普通株式 200,000株

（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の発行価額 新株予約権１個当たり253円

新株予約権の行使価額 新株予約権１個当たり46,000円

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価額及び資本組入額

発行価額１株当たり460円
資本組入価額１株当たり230円

新株予約権の割当日 2023年７月21日

新株予約権の割当対象者 当社取締役３名

新株予約権の行使期間 2023年７月21日から2033年７月20日

新株予約権の行使の条件 ※

（※）

１. 本新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、2024年３月期から2033年３月期までの

いずれかの事業年度における、当社の有価証券報告書に記載される単体の営業利益の額が40百万円以上となった

場合に限り、割当てを受けた本新株予約権を行使することができる。

２. 新株予約権者は、本新株予約権の行使時において、当社の取締役又は使用人であることを要する。

但し、任期満了による退任及び定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。

３. 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

４. 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過することとな

　 るときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

５. 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

　


